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【議案（条例その他 その４）16～18頁 定県第106号議案】 

 

Ⅰ 事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の概要【産業労働局

関係】 

 

１ 改正の趣旨 

市町村における持続可能な行政サービスの提供に向け、市町村単位では

処理件数が少ない事務権限等の県への返還などに関し、地方自治法第252

条の17の２の規定に基づく市町村との協議の結果等により、市町村が処理

する事務の範囲及び移譲先市町村の変更に係る所要の改正を行うものであ

る。 

 

２ 改正の内容 

【事務権限の返還に伴う改正［２項目］】 

(1) 中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合等の設立認可等の事務に

ついて、県への権限の返還を希望した市町村を、移譲先市町村から削除

するもの 

(2) 中小企業団体の組織に関する法律に基づく協業組合の設立認可等の事

務について、県への権限の返還を希望した市町村を、移譲先市町村から

削除するもの 

     

３ 施行期日 

令和５年４月１日。ただし、２(1) の一部については公布の日。 
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【議案（条例その他 その４）75頁 定県第130号議案】 

Ⅱ 訴訟の提起の概要【産業労働局関係】 

１ 目的 

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の長男及び

長女に対し、詐害行為取消請求の訴訟を提起するものである。 

２ 内容 

(1) 件名

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の長男及

び長女に対する詐害行為取消請求事件 

(2) 訴訟の相手方

  

 

(3) 請求内容

不動産の贈与に対する詐害行為取消請求

３ 経過 

連帯保証人であった父から長男及び長女へ不動産を贈与した事実が発覚

したため、詐害行為取消請求の訴訟を提起するものである。 
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【議案（条例その他 その４）76頁 定県第131号議案】 

Ⅲ 和解の概要【産業労働局関係】 

１ 目的 

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の配偶者に

対する詐害行為取消請求事件について、民事訴訟法第89条により横浜地方

裁判所相模原支部から和解勧告があり、これに応じるものである。 

２ 和解の内容 

(1) 件名

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の配偶者

に対する詐害行為取消請求事件に係る和解 

(2) 和解の相手方及び和解金額

ア 和解の相手方

  

イ 和解金額 1,398万1,647円

３ 事件の内容 

連帯保証人から配偶者へ不動産を贈与した事実が、令和元年10月16日に

発覚した。 

４ 経過 

(1) 県は、贈与契約の取消しを求めて、令和３年10月15日、横浜地方裁判

所相模原支部に提訴した。

(2) 本訴訟について審理を継続していたところ、被告から一定額での支払

による和解（ 氏及び 氏の合計で2,500万円）の提案が

あり、裁判所からも和解が勧告されたことから、原告である県において

も和解について検討することとした。

(3) 令和４年10月27日の弁論準備期日において双方の和解検討状況の確認

が行われ、和解条項案が取りまとめられた。
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【議案（条例その他 その４）77頁 定県第132号議案】 

Ⅳ 和解の概要【産業労働局関係】 

１ 目的 

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の二女に対

する詐害行為取消請求事件について、民事訴訟法第89条により横浜地方裁

判所相模原支部から和解勧告があり、これに応じるものである。 

２ 和解の内容 

(1) 件名

県が協同組合に貸し付けた中小企業高度化資金の連帯保証人の二女に

対する詐害行為取消請求事件に係る和解 

(2) 和解の相手方及び和解金額

ア 和解の相手方

  

イ 和解金額 1,101万8,353円

３ 事件の内容 

連帯保証人から二女へ不動産を贈与した事実が、令和３年10月15日に発

覚した。 

４ 経過 

(1) 県は、贈与契約の取消しを求めて、令和３年12月20日、横浜地方裁判

所相模原支部に提訴した。

(2) 本訴訟について審理を継続していたところ、被告から一定額での支払

による和解（ 氏及び 氏の合計で2,500万円）の提案が

あり、裁判所からも和解が勧告されたことから、原告である県において

も和解について検討することとした。

(3) 令和４年10月27日の弁論準備期日において双方の和解検討状況の確認

が行われ、和解条項案が取りまとめられた。




